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“Dig Once Policy”は、国の予算を活用して道路整備工事をする際、
電気通信インフラも一緒に整備することで、道路を掘削する頻度を削減
し、インフラ整備の効率化・費用削減を目指すものです。

Dig Once Policyは、デジタルインフラ整備に係る利害関係者との調整
及び運用管理等に係るフレームワークを提供します。

本ポリシーの実装は、占用物件として各インフラ施設 （水道管、下水
道管、ガス管、送電線、電話線、光ファイバーケーブル等）の効率的な
整備・運用管理に寄与します。

Dig Once Policyに関するフルテキストはこちら

5 Pillars & Model Policies by GSCA 

Dig Once Policy

https://globalsmartcitiesalliance.org/?p=806


5 Pillars & Model Policies by GSCA 

道路及び地下埋設物管理における現状

道路の地下には、占用物件として各インフラ施設 （水道管、下水道管、ガス管、送電線、電話線、光ファイバー
ケーブル等）が埋設されており、敷設開始から数十年が経過、更新時期のものが多数ある。一方で、こうした
埋設物に関する情報は、道路台帳附図などの 2 次元図面 で管理されており、改良工事等により 現況位置の
変更があっても更新されていない場合も多く、埋設物は図面通りには埋設されていないことを前提に工事を行わ
なければならなくなっている。

（出典：https://www.nikkenren.com/anzen/file_chika/R3chika_jiko2.pdf）

事故を起こさないために
多くの現場で手彫りが常態化している



5 Pillars & Model Policies by GSCA 

海外事例-PCRS（plans  de  co rps  de  rue  s imp l i f i és ）

フランスでは、市区町村とUtility( 電気・ガス・下水道 が一体で取り組みデジタル化ガイドライン統一し、2019年
までに全てのフランス都市までに PCRS （plans de corps de rue simplifiés）を義務付け、独立行政法人
で道路および地下埋設物に関する管理のためのプラットフォームを構築・運用し始めている。※2026年までにフラン
ス全土に義務付けを拡大

参考情報/出典
：https://www.lagazettedescommunes.com/742874/des-precisions-supplementaires-sur-les-plans-corps-de-rue-simplifie/

:  https://www.dictservices.fr/wp-content/uploads/2021/10/Dossier-PCRS.pdf

https://www.lagazettedescommunes.com/742874/des-precisions-supplementaires-sur-les-plans-corps-de-rue-simplifie/
https://www.dictservices.fr/wp-content/uploads/2021/10/Dossier-PCRS.pdf
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道路及び地下埋設物管理効率化のための提言

①地下埋設物、道路・歩道、構造物の工事における申請・届出・台帳や附図の更新に際し、図面等の授受は
紙ではなくデジタルデータで行うよう義務づけるべきではないか。

②上記に際し、国道・県道・市道など、道路管理者が分かれている状況の中で、個別に申請・届出、そして承認する
というプロセスを構築するのではなく、国交省、警察庁、各省庁の地方事務所、自治体の縦割りを排して、ワンスオ
ンリー・ワンストップで申請・届出、通知の確認ができるよう、データ連携の仕組みを準備するべきではないか。

③現在、政府でも不動産IDや空間ID、ビルOSなど、データモデル・APIの整備の取組が進められている中、フランスの
PCRSの義務付けのように、道路や地下埋設物等の工事に当たっては、標準規格に基づいてデジタル情報（各種
IDや3次元測量データ等）を提出することを、ベースレジストリとして整備することを規定する法律を立法し、デジタル
庁をデジタル台帳情報の管理者として、バラバラになっている各種情報をデジタルデータで一元管理することを可能と
し、そのアクセスについては、セキュリティの確保といったガバナンスに関する諸問題にも一気通貫で対応できる横断的
な取り組みが必要ではないか。

テクノロジーの進化を踏まえ「デジタル太閤検地」実施のタイミングではないか。



ご参考

アジャイルガバナンスの実践・実装


